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第 1 節 社会主義市場経済についての呉敬璉の見解 
































































































































増加が 1996 年～2001 年の第 1 次増加期、2006 年～2010 年代初の第 2 次増加期と言える














また、この 13 社の中の国有株式会社グループ（8 社）と 1960 年代の高度成長期の同業
種の日本企業との比較では中国の国有株式会社グループの利潤分配の姿は日本企業の利潤
分配の姿に似ているばかりではなく、内部留保に利潤から配分する大きさは相対的に中国
のこれらの企業の方が日本の上場企業よりも大きい状況であることが判明した。さらに、
社会主義国と称する中国の国有株式会社といえども、究極の所有者である人民に利益配当
が確実に分配されるようにと、1960 年代の日本企業や実質私営株式会社に比較して特段に
高い配当金額を支払う姿や、1960 年代の日本企業以上に利益の変動に応じずに一定額を配
当する姿は、第４章での国有株式会社の配当金に関する分析に限れば、認められない。 
このように、国有株式会社の利潤分配は、実質私営株式会社の利潤分配との違いは見出
せず、日本の高度成長期の上場企業で見られないような特徴も見つからず、中国の国有株
式会社の利潤分配には資本主義経済における利潤分配との差異を見出すのは困難であるこ
とが明らかになった。 
 
 第５章「国有企業の労働生産性と資本の効率に関する考察」では、2000 年前後より高い
経済成長を示していた中国経済は、2008 年頃を境に変化を見せ、それは、企業の売上高や
総資産は依然として増加しているにも拘わらず、売上高利益率や総資産利益率が低下傾向
を示すようになって来ている。このような変化は国有企業のみならず全企業に現れている。 
このような変化が発生した要因を探るべく行なった考察は、第４章の個別の株式上場企
業の分析対象の 13 社と同じ会社を分析対象として、労働の生産性と資本の効率（または利
潤率）についての国有株式会社と実質私営株式会社との実情の比較分析を通じて、上述の
変化の要因について考察を行なった。また、参考として、日本の高度成長期の同じ産業部
門の個別企業の状況との比較も行なった。 
その比較分析の結果、売上高利益率や ROA の変化に要因の土台には資本の有機的構成の
高度化が存在し、それに伴って売上高利益率や ROA が低下する傾向が大きいが、そのよう
な傾向に反して売上高利益率や ROA が低下しない場合も当然あり、その低下しない要因に
は労働生産性の上昇が存在する。これらの事象が確認された。また、高度成長期の日本企
業の事例は、いずれの企業も資本の有機的構成を高度化させているが、1 人当たり営業利益
をも増加させている、すなわち労働生産性を上昇させており、その上昇の程度は同業種の
中国企業よりも大きいことが確認された。そして、第 5 章での考察は鉱工業部門の中の幾
つかの業種に限って、且つ、株式上場企業に限っての、その企業の年度報告に基づく分析
ではあるが、国有株式会社と実質私営株式会社との間では、労働生産性、資本の効率、資
本の有機的構成の高度化などの状態の大きな違いは確認されない、つまり、国有株式会社
も実質私営株式会社も経営状態の表れである財務報告には同様の様相、推移が示されてお
り、それは経営の方策、手法が同様であることを示していることが明らかになった。 
また、考察の結果、社会主義市場経済の主体である公有制経済のなかの国有株式会社、
実質私営株式会社ともに労働生産性、資本の効率、資本の有機的構成の高度化などの諸指
標には、『資本論』に記されている資本主義経済の特徴が表れていることが確認された。 
 
終章では、これまでの検討、考察の結果をまとめて、中国の国有企業（国有及び国有株
支配企業）、特にその範疇の中核を担う、株式上場されている国有株式会社をも含む国有株
支配企業は、資本主義的生産方法によって顕著に発展し、中国の経済を主導していること
が明らかになり、且つ、国有株式会社は実質私営株式会社や資本主義（日本の高度成長期）
の株式会社と同様の様相を現わしていることを確認した。 
そして、中国経済の今後に関わる筆者の主張を次の通り示した。中国経済を主導して、
精鋭の資本主義的生産方法の採用により生産効率を高め多くの富を生み出している国有企
業（国有及び国有株支配企業）は、国力増進の牽引車であるが、両刃の剣でもある。すな
わち、生産力向上の切り札である一方で、その資本主義的生産方法によって国家や公的制
御を乗り越えて、社会主義の理念も「外皮」をも破砕してしまう虞れを、しかもいまや単
なる杞憂ではない現実の諸矛盾の累積、噴出という切迫したリスクを、孕むものである。
社会主義市場経済の改革開放路線が当面のあいだ揺るぎないとすれば、社会諸矛盾の解決
改善策の照準は、直接的生産領域に向けられるのではなくて、流通過程および総過程の領
域における分配の仕組みの是正だろう。富の公正公平な再配分の制度の強化は切実な要請
となるであろう。公正な再配分は、すなわち「結果の平等」の実現に一歩一歩接近する途
である。例えば、国家の徴税機能を抜本的に強化する等の政策を通じて、所得の公正な再
配分により「結果の平等」の実現に近づくことができるはずである。したがって、政府の
財政政策や市場を通じての経済政策に対する公的管理規制を実質強化する方向によって、
諸問題解決の実現可能性が決定的に左右されるだろう。 
